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平成２３年３月１日 
国 土 交 通 大 臣 

 

独立行政法人海上技術安全研究所 第３期中期目標 

 
独立行政法人海上技術安全研究所（以下「研究所」という。）は、船舶に係る技術並びに

当該技術を活用した海洋の利用及び海洋汚染の防止に係る技術に関する調査、研究及び開

発等を行うことにより海上輸送の安全の確保及びその高度化を図るとともに、海洋の開発

及び海洋環境の保全に資することを目的とした我が国の中核的試験研究機関である。その

運営に当たっては、自律性、自発性及び透明性を備え、業務をより効率的かつ効果的に行

うという独立行政法人制度の特性を十分発揮し、本中期目標に従って、業務運営の更なる

効率化を図りつつ、質の高いサービスを効率的かつ効果的に提供することにより、我が国

の海上輸送の高度化、海上輸送の安全確保に貢献する等の海事政策に係るその任務を的確

に遂行するものとする。 

 
Ⅰ．中期目標の期間 

中期目標の期間は、平成 23 年度から平成 27 年度までの５年間とする。 

 
Ⅱ．基本方針 

地球温暖化等の地球規模での環境問題の深刻化、続発する海難事故と新たな安全に関す

る課題、少子高齢化や地域人口の過密化・過疎化の進展、近年の世界的規模の景気後退や

大幅な為替変動による海事産業の事業環境の悪化等の大きな状況の変化の下、「新成長戦略」

（平成 22 年６月閣議決定）、「国土交通省成長戦略」（平成 22 年５月）等において「グリー

ン・イノベーションの推進」、「安全・安心の確保」、「国際ルール形成への戦略的な関与」、

「海事産業の国際競争力強化」、「海洋資源、海洋再生エネルギー等の開発・普及」等が重

要政策として示されている。一方、海事産業においては、現下の世界経済動向、激化する

国際競争等から、その置かれている環境は今後一層厳しさを増していくことが予想されて

いる。 

このような状況の下、海事行政における政策課題への対応のためには、技術の活用が必

要不可欠であり、研究所は、その保有する豊富な専門的知見、大型の研究施設、質の高い

技術力を最大限に活用して迅速・的確に対応することができる我が国唯一の海事に係る技

術基盤の集積として、多様な政策ニーズ、社会ニーズに対し、必要となる技術的知見を適

時適切に生み出し、蓄積し、提供していくことが国及び国民から期待されている。 

研究の実施に当たっては、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年

12 月閣議決定）に従って、大学や民間等との役割分担の明確化、研究の重点化等を図りつ

つ、こうした国及び国民からの期待に応えていくものとする。 

また、国土交通省所管の独立行政法人及び関連する研究機関の業務の在り方の検討につ

いては、今後の独立行政法人全体の見直しの議論を通じ、適切に対応すること。 

 
Ⅲ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
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１．研究マネジメントの充実と研究成果の普及促進 

経営資源を一層有効に活用し、確実に質の高い成果を得るため、海事政策を取り巻く

環境を踏まえて、戦略的に研究の企画立案を行うとともに、研究マネジメントの充実、

外部からの研究評価の拡充及び外部連携の強化を行うこと。 

併せて、海事行政に係る政策課題の解決や海事分野における将来のイノベーション創

出のためのシーズの確保に必要な研究ポテンシャル維持・向上を図るため、基礎研究の

活性化を図ること。 

また、「グリーン・イノベーションの推進」、「国際ルール形成への戦略的な関与」等

の更なる加速を図るためには、大学、民間、他の公的研究機関等の研究資源と研究所の

研究資源をより有機的に糾合する必要がある。そのために、外部連携の強化に当たって

は、研究所の大型試験設備、人材、蓄積された基盤技術等を核として、外部との連携を

促進する研究プラットフォームとしての機能強化を図ること。 

行政機関との連携を強化し、海上輸送の安全確保、海洋環境の保全等に関する国内基

準の策定・改正、海難事故の分析、海事産業の発展のための社会経済分析・基盤技術の

確保、放射性輸送物質等の安全の確認、油等防除活動への助言等、海事行政に係る政策

の立案及び実施に対して積極的に貢献すること。 

産業界における研究成果の活用を促進するため、外部連携を強化し、受託研究及び共

同研究並びに競争的資金の獲得を積極的に実施すること。 

また、知的財産等を通じた産業界への成果の普及、活用の促進のため、知的財産等の

取得、活用及び運用に戦略的に取り組むこと。この際、知的財産権の実施料の算定が適

切なものとなっているか検証した上で、必要に応じて見直しを行うこと。 

加えて、研究所の存在とその意義を広く一般の国民から理解されることは、国民に対

する成果の普及、社会貢献の第一歩であるとともに、海事分野における研究活動の更な

る発展に資することから、研究所の研究活動の周知及び研究活動を通じ得られた情報の

提供の充実を図ること。 

 

２．政策課題解決のために重点的に取り組む研究開発課題 

「安全・安心の確保」の実現に向けた合理的な安全規制体系の構築、海難事故の再発

防止、「グリーン・イノベーションの推進」に向けた船舶のゼロエミッション（環境イ

ンパクトゼロ）化の加速、海洋開発の推進、海事産業の基盤の維持・向上、輸送システ

ムの改善など、海事行政に係る政策課題に適切に対応するため、本中期目標期間中にお

いては、次の研究開発課題について、研究業務の重点化を図ること。 

なお、これらの研究課題に対応した研究の選定については、「民間にできることは民

間に委ねる」との考え方に沿って行うこと。 

また、これらの研究の実施に当たっては、その成果を踏まえて海事行政を推進する当

省との連携を十分図るとともに、当該研究の成果の利用者となる産業界との連携、大学

等の持つ理論的な知見の活用にも留意し、研究開発課題に対し適切に成果を創出するこ

とが達成されるように努めること。 

 
【海上輸送の安全の確保】 
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海上輸送における安全の確保・向上を実現するためには、社会的コストの削減と必要

な安全レベルの確保を両立した規制体系の構築及び海難事故の原因を究明し有効な対

策を立案することが不可欠である。 

そのため、海難事故の大幅削減と社会合理性のある安全規制の構築による「安全・安

心社会」の実現及び「国際ルール形成への戦略的な関与」による先進的な安全基準の構

築を通じた海事産業の国際競争力の強化に資する以下の研究に取り組むこと。 

(１) 安全性の確保・向上に資する、先進的な構造解析技術等を活用した安全性評価手

法の開発・高度化及び革新的動力システム等の新技術に対応した安全性評価手法の

開発に関する研究 

(２) リスクベース安全性評価手法等を用いた合理的な安全規制体系化に関する研究 

(３) 海難事故等発生時の状況を高精度で再現し、解析する技術の高度化及び適切な対

策の立案のための研究 

 
【海洋環境の保全】 

深刻化する地球環境問題に対応するため、世界的な規模で地球温暖化の防止、大気汚

染の防止、海洋生態系被害の防止等が進められており、新たな環境規制の導入、更なる

規制の強化が行われるとともに、これら規制等に対応する環境技術開発（グリーン・イ

ノベーション）等に対する社会的要請が高まっている。 

これらの社会的な要請に対応するため、「ゼロエミッション（環境インパクトゼロ）」

を目指した環境インパクトの大幅な低減と社会合理性を兼ね備えた環境規制の実現及

び「国際ルール形成への戦略的な関与」を通じた海事産業の国際競争力の強化に資する

基盤的技術の開発に関する以下の研究に取り組むこと。 

(４) 環境インパクトの大幅な低減と社会合理性を兼ね備えた環境規制の実現に資す

る環境評価技術の高度化及び環境規制体系の構築のための研究 

(５) 船舶のグリーン・イノベーションの実現に資する革新的な環境負荷低減技術及び

その普及に必要となる実海域における運航性能評価手法の開発及び高度化に関す

る研究 

(６) 船舶の更なるグリーン化等を実現するための、ＮＯｘ、ＳＯｘ、ＰＭ等の大気汚

染物質の削減、船舶の運航に起因する生態系影響の防止に資する基盤的技術及びそ

の普及に必要となる性能評価手法の開発及び高度化に関する研究 

 
【海洋の開発】 

我が国は世界第６位ともいわれる広大な海洋空間を有し、その利活用並びに海洋再生

可能エネルギー及び賦存することが期待される海洋資源・エネルギーの開発を進めるこ

とは、資源・エネルギー安全保障、地球環境問題、食糧需給逼迫等の問題への有効な解

決手段として期待されており、「海洋基本法」（平成 19 年法律第 33 号）に基づく「海洋

基本計画」（平成 20 年３月閣議決定）では「海洋資源の開発及び利用の推進」が、政府

の新成長戦略では「海洋資源、海洋再生可能エネルギー等の開発・普及の推進」が掲げ

られている。 

一方、海洋開発は投資リスクが大きく民間のみでの取り組みが困難であることから、
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推進に当たっては官民が連携した取り組みが不可欠である。 

そのため、海洋利活用及び海洋開発の基礎となる、海洋構造物の安全性評価手法及び

環境負荷軽減手法の開発・高度化に関する以下の研究に取り組むこと。 

(７) 浮体式洋上風力発電等の海洋再生可能エネルギー生産システムに係る基盤技術

の開発並びに安全性評価手法の開発及び高度化に関する研究 

(８) 浮体技術を利用した海洋資源生産システムの基盤技術の開発並びに安全性評価

手法の開発及び高度化に関する研究 

(９) 海洋の利用・開発に起因する環境影響の評価手法の開発等環境負荷の軽減に関す

る研究 

 
【海上輸送の高度化】 

地球環境問題の深刻化、少子高齢化や地域人口の過密化・過疎化の進展、近年の世界

的規模の景気の後退や大幅な為替変動による事業環境の悪化等の社会環境・構造の変化

が進む中、我が国経済の持続的発展を図るためには、モーダルシフトの推進や移動の円

滑化等に対応した、海上物流の効率化、海上輸送を含む物流システムの総合的な改善、

海事産業の競争力強化が求められている。 

そのため、航海支援技術、物流の効率化等に関する以下の研究に取り組むこと。 

(10) 海上物流の効率化・最適化を政策的に評価する手法の開発及び高度化に関する研

究 

(11) 海上輸送の新たなニーズに対応した運航支援技術・輸送システム等の開発に関す

る研究 

 
３．戦略的な国際活動の推進 

「国際ルール形成への戦略的な関与」の実現に資するため、国際海事機関（ＩＭＯ）、

国際標準化機構（ＩＳＯ）等に対する国際基準案、国際標準案の我が国の提案の作成に

関して、研究成果を基にした技術的バックグラウンドの提供等により積極的に貢献する

ものとし、また、ＩＭＯ、ＩＳＯ等の国際会議の審議に積極的に参加し、我が国の提案

の実現に貢献すること。 

このため、研究成果の国際基準化及び国際標準化を視野に入れ、戦略的に研究計画を

企画立案し、及び研究を進捗させるとともに、国際基準化及び国際標準化に技術的合理

性を与えるための研究開発についても同時に進めること。 

また、海外の機関・研究者との連携・交流を通じて、我が国の提案及び海事行政への

理解醸成に貢献すること。 

 
Ⅳ．業務運営の効率化に関する事項 

１．組織の見直しの継続 

社会・行政ニーズに迅速かつ的確に対応し、効果的・効率的な研究成果の創出のため、

柔軟かつ機動的に組織の見直し等の組織運営を行うこと。 

また、保有資産については、その保有の必要性を不断に検証する観点から、引き続き、

利用度の把握等を行うこと。 
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２．事業運営の効率化 

(１) 管理・間接業務の効率化等 

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により、

業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により

増減する経費を除く。）について、中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年

度の当該経費相当分に５を乗じた額。）を２％程度、一般管理費（人件費、公租公課

等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）につい

て、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切な見直しを行い、

中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度の当該経費相当分に５を乗じた

額。）を６％程度抑制すること。 

加えて、使用許諾実績等を踏まえた知的財産の管理により、知的財産権の保有コ

ストの削減を図りつつ、「Ⅲ．１．研究マネジメントの充実と研究成果の普及促進」

で述べた取組及び本来業務に支障のない範囲での研究施設の外部利用の促進等によ

り、収入の確保・拡大を図ること。 

 
(２) 契約管理の強化 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年 5 月 27

日総務大臣決定）に基づき、契約の適正化を推進し、業務運営の効率化を図るとと

もに、研究・開発事業等に係る調達については、その特殊性に配慮しつつ、他の独

立行政法人の事例等をも参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求するこ

と。 

 

(３) 内部統制の充実・強化 

内部統制の更なる充実・強化を図るとともに、情報セキュリティについて適切な

対策を講ずること。 

 
Ⅴ．財務内容の改善等に関する事項 

中期目標期間における予算、収支計画及び資金計画について、適正に計画し健全な財務

体質の維持を図ること。 

特に、運営費交付金を充当して行う事業については、「Ⅳ．業務運営の効率化に関する事

項」で定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行う

こと。 

 
Ⅵ．その他主務省令で定める業務運営に関する重要事項 

１．施設及び設備に関する計画 

研究所の高いポテンシャルを維持し、社会・行政ニーズの高い重点研究テーマについ

て質の高い成果を確実かつ効率的に得るために必要な施設を計画的に整備・維持管理を

行うとともに、その有効利用を図ること。 

また、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」を受け、大阪支所について、
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三鷹本所への統合による廃止を検討すること。 

 
２．人事に関する計画 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の

在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に計画

的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

また、総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進

に関する法律」（平成 18 年法律第 47 号）に基づく平成 18 年度から５年間で５％以上を

基本とする削減等の人件費に係る取組を 23 年度も引き続き着実に実施するとともに、

政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直すものとする。 

 


